改革PT試案による道路事業への影響　　　　

〔事業規模の実情〕　
　
○道路事業は、これまで度重なる建設事業費のカットにより、予算規模は、平成１３年の約１８３億からPT試案の約82億まで、大幅に落込み。中でも、今回のPT試案によって、平成18年度の行革以降、わずかたった２年で約５０億と４割もカット。
○そんな中にあって道路事業は、再建団体転落回避（H19）、単年度黒字達成（H22）という直近の目標達成に協力しつつ、目標達成後は一定回復するものとして、中期財政展望のもと、選択と集中により、ギリギリの事業運営を進めてきた。

　　○今回のPT試案の事業規模は、道路事業者として、使命を果たすことが出来ないレベルまで至っている。
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 １．地域課題解決路線は、

 　　１５箇所を休止

　　 早期供用箇所のみ計上



 2．新規事業未着手



 3．新名神アクセスは、立体

　　 交差先送り（案）

 　　ただし、地元、警察等関係

　　 機関とは未協議



ＰＴ試案により、

やむなく１５箇所休止

ＰＴ案により

圧縮

ＰＴ削減案

市町村要望箇所　６１

　うち未着手箇所　２６

H30年まで着手不可

開かずの踏切対策、府

県間道路 等の骨太事業

にも大幅な遅延が発生

新名神アクセス事業費


　〔PT試案の影響〕


　　



　厳しい事業費カットによって道路整備全てを行うことは困難　

○広域行政体“大阪”として、“効果”を広く大阪全体、近畿全体に享受させ、関西経済の沈下、さらには都市間格差の拡大、相対的地位の低下を招かぬよう、骨太の道路整備を優先せざるを得ない。
  
発生する具体的な影響





〔参考－新名神アクセスを現在の事業規模で実施すべきとの議論に対し〕


○中期計画策定(H13.9)時点では、約183億（10年間では事業費総額約1,830億）の事業規模があり、新名神アクセス（関連道路　総額約471億）の事業規模と行財政計画の事業スタミナとをチェックして対応可能と判断（全体事業費枠の約25％に相当）


○一方、今回のPT試案においては、約82億（10年間では事業費総額約820億）の事業規模があり、新名神アクセスの事業規模は、スタミナの約60％にも相当、暫定整備をした場合においてもピーク時には、約75％を占める。


○現在の事業規模の中で、新名神アクセス道路を実施することは不可能。














このまま行けば！


地元の声に答えられない、府への不信が拡大、関係者に多大な迷惑をかけるなど、


その影響は極めて甚大！























事業費枠という概念は、もはや“破綻”














































































































新名神アクセス道路の事業規模


（縦軸は左の事業費グラフに同じ）








（H30）








●地域課題解決のための道路整備１５箇所が休止


＊本堂高井田線（青谷BP）、美原太子線（粟ヶ池BP）　　　　など


●新名神アクセスや開かずの踏切対策、府県間道路など骨太でさえも大幅にペースダウン


＊国道１７０号（高槻東道路）　など〔新名神アクセス道路〕


＊岸和田港塔原線（JR東岸和田　単独立体交差事業）〔開かずの踏切対策〕


＊国道３７１号、国道４８０号〔府県間道路〕など


●長年、市町村などから要望がある未着手路線（２６箇所）をはじめ、新規着手は一切不可　　


地元や市の協力により、用地買収がほぼ完了、残り少ない投資で効果が


発揮できる事業は早期完了を図る。第二京阪関連８箇所などを含む３０箇所





知事と部局長との議論　１－３





知事と部局長との議論　１－２








新名神開通





８２億





８２億





H18以降２年で4割カット！





10年目





５年目





道路事業費


（億円）





10年間の総額　約８２０億（H23～も同規模と仮定）　








H20.４　財政再建プログラム試案





　道路事業費の推移と行財政改革の取り組み　





H２２








総額　


約470億





H２１








ピーク時　


約60億





1年目


（H19）








都市整備部の主張


＊大阪ひいては関西の活力を支える道路整備を着実に推進するとともに、府民の暮らしを支える道路整備をできるだけ早期に再開するため、新名神アクセス道路の事業費を別途確保されたい。





H10..9財政再建


プログラム





府民密着





骨　　太





道路整備は！　２本柱で事業を推進


　１．大阪の再生・活力ある大阪を実現するための道路整備


　　＊新名神アクセス道路、府県間道路など　大阪の骨格を形成する道路整備　


　　＊単独立体交差事業（開かずの踏切対策）、立体交差事業　など　渋滞を解消するための取組み


　２．快適・安心・安全な暮らしを実現するための道路整備


　　＊狭隘区間の解消（ﾊﾞｲﾊﾟｽ・現道拡幅）など　地域課題を解決する道路整備





　　





１５８億





１４１億





H１６








H１４








１３４億





H１７








H13





新名神高速道路施行命令


（アクセス道路：約４７０億円）





H13.9　行財政計画、都市基盤整備中期計画策定





H18.9　行財政改革プログラム、H18.8　中期計画見直し





H16.9　行財政計画16年版、H17.３　中期計画見直し





１３７億





H２０








H１９








H１８








H１５








H１３





８２億





１１７億





１５５億





１８３億
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